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様式第５号の２（第７条関係） 

審査報告書（案） 

 

令和５年 月 日 

宮崎県がん対策審議会 

審査事項 審査の方向性 チェック 備考 

(1) 情報の利

用目的及び

必要性 

法の趣旨及び目的に沿ったものである

か。（がん医療の質の向上、県民に対する

がんに係る情報の提供の充実又は科学的

知見に基づくがん対策の実施に資する研

究か等） 

✔ 

 

(2)都道府県が

ん情報が提

供されるこ

とについて

の同意 

法第 21条第8項の規定に基づく申出の

場合、同意について必要な措置がとられ

ているか。 － 非該当 

(3) 情報を利

用する者の

範囲 

全ての利用者の役割が明確かつ妥当

で、不要な者が含まれていないか。 ✔ 
 

法第 21条第8項に係る申出の場合、提

供依頼申出者のがんに係る調査研究の実

績が十分か。 

－ 非該当 

調査研究の一部を委託する場合、その

内容及び必要性が合理的か。 － 非該当 

(4) 利用する

情報の範囲 

利用する情報の範囲が、調査研究の目

的とする成果を得るために妥当で、不要

な情報が含まれていないか。 

✔ 

 

(5) 利用する

登録情報及

び調査研究

方法 

提供可能な情報であるか。 
✔ 

 

利用する情報及び調査研究方法が、目

的、調査研究の内容から判断して妥当か

つ必要な限度であるか。 

✔ 

 

情報の利用に合理性があり、他の情報

では調査研究目的が達成できないもので

あるか。 

✔ 

 

調査研究の目的が、特定の個人、特定

の病院等、特定の市町村の識別を目的と

するものではないこと。 

✔ 

 

(6) 利用期間 調査研究内容から見て、整合的かつ必

要な限度か。 
✔ 
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審査事項 審査の方向性 チェック 備考 

(7) 利用場

所、利用す

る環境、保

管場所及び

管理方法 

利用者の安全管理措置に示された措置

が全て講じられているか。 

✔ 

 

(8) 結果の公

表方法及び

公表時期 

調査研究方法と調査研究成果の公表方

法と公表時期が整合的であるか。 
✔ 

 

県民に還元される方法で、公表予定で

あるか。 
✔ 

 

(9) 情報の利

用後の処置 

利用者の安全管理措置に示された措置

が全て講じられているか。 ✔ 

 

(10) その他 － 

－ 
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がん登録等の推進に関する法律（平成 25年法律第 111号） 一部抜粋 

 

（都道府県知事による利用等） 

第十八条 都道府県知事は、当該都道府県のがん対策の企画立案又は実施に必要ながんに係る調査研究のため、これに必要な限度で、全国がん登録

データベースを用いて、当該都道府県に係る都道府県がん情報又はこれに係る特定匿名化情報を自ら利用し、又は次に掲げる者に提供すること

ができる。この場合においては、前条第一項ただし書の規定を準用する。 

一 当該都道府県が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人 

をいう。次号及び次条第一項において同じ。） 

二 当該都道府県若しくは当該都道府県が設立した地方独立行政法人から当該都道府県のがん対策の企画立案若しくは実施に必要ながんに係る 

調査研究の委託を受けた者又は当該都道府県若しくは当該都道府県が設立した地方独立行政法人と共同して当該がんに係る調査研究を行う 

者 

三 前号に掲げる者に準ずる者として当該都道府県知事が定める者 

２ 都道府県知事は、前項第三号の規定により同項第二号に掲げる者に準ずる者を定め、又は同項の規定による利用若しくは提供を行おうとする 

ときは、あらかじめ、審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

３ 前項に規定する審議会その他の合議制の機関の委員その他の構成員には、がん、がん医療等又はがんの予防に関する学識経験のある者及び個 

人情報の保護に関する学識経験のある者が含まれるものとする。 

（参考） 
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